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子ども・子育て支援新制度は、早ければ、平成２７年４月には施行予定である。子ども・子育て支援給付・事業の実施主体となる市町

村は、国の基本指針や基準を踏まえて、都道府県とも調整しつつ、市町村の事業計画の策定、基準の検討、必要な条例の制定を行った上

で、施行までの事前準備としての認可・確認事務等を行う必要がある。このため、国においては、基本指針や基準等の検討は、その過程

を対外的に示しながら、概ね２５年度中に終える必要がある（２５年度中に関係政省令や告示を公布する必要がある。）。 
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基本指針 

 

 保育の必要性 

の認定基準 

 

 確認基準 
 

 認可基準 

（幼保連携型） 
  

 認可基準 

（地域型） 
 

 市町村事業（※） 
 

公定価格、 

利用者負担 
 

 

（骨格の提示） 

政 

省 

令 

等 

の 

公 

布 

会 

議 

部 

会 

資料５ 

（※）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の基準等については、社会保障審議会児童部会を中心に議論。 


